
1 
 

平成２７年９月７日 
教育委員 会事務局 

 
学校給食費の公会計化について 

 
 
 
 
 
 

 

１．主旨 

    第２次世田谷区教育ビジョン及び世田谷区新実施計画に基づき、「給食費収納公会計

化検討委員会」を設置し検討を行ってきた。これまでの検討結果等を踏まえ、給食費の

公会計化を図るため、「学校給食費収納管理システム」の開発を進めるとともに、給食

事務の標準化や教育委員会事務局の体制整備に取り組む。 

 

２．背景 

   現在、世田谷区では、共同調理方式の中学校（中学校給食費会計対象校）を除き、各

小・中学校は給食実施にあたり、学校管理職や給食事務担当教員、栄養職員などが、私

費会計として収納管理や未納者への対応、献立作成、食材の発注、支出事務などを行っ

ている。 

小・中学校８６校（２６年度実績）において、給食費は区の歳入の取扱いでなく、学

校長の口座で管理されており、各学校での給食費の徴収や精算事務、未納が発生した場

合の督促などの対応が、教員の事務負担増大の要因となっており、事務の改善が求めら

れている。 

   全国的にもコンプライアンスの確保、教育時間の確保等の目的から、公会計化の動き

広がっている状況（実施済み・検討中：４４．８％ Ｈ２４文科省委嘱 全国公立小中

学校事務職員研究会による実施調査）となっている。 

  

３．公会計化に伴う事業スキームの基本的な考え方について 

公会計化にあたっては、給食費の収納管理、未納者対応も含めた債権管理を教育委員

会事務局で一括して行い、教員の事務負担の軽減を図る。一方で、これまで培ってきた

自校調理方式の良さを活かし、学校ごとの特色ある給食事業を継続するため、独自献立

作成や食材の発注、支出事務などは公会計化後も引き続き各学校で行うものとする。 

 

（付議の要旨）  
第２次世田谷区教育ビジョンのリーディング事業である「教員が子どもとかかわる

時間の拡充」に向けて、区立小・中学校の教員の事務負担軽減を図るために学校給食

費の公会計化を推進する。 
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４．公会計化に伴う教員の事務負担の軽減について 

平成２６年６月に共同調理方式の中学校（中学校給食費会計対象校）を除く小・中学

校（小学校６４校・中学校２３校）を対象に「学校給食事務に関する現況調査」を実施

した。学校現場では、給食費の毎月の徴収管理や滞納整理業務、年度末及び年度初めの

繁忙期の学年繰上げ処理や口座振替データ等の入力事務などについて負担が大きいと

いう意見があった。 
下記の表は調査項目の中の徴収管理業務と滞納整理業務に携わる月平均時間（一人あ

たり）の結果についてである。 
  （１）徴収管理業務 

業務時間（一人あたり） 小学校 中学校 
月平均１時間未満 年間 12時間未満 １校 ２校 
月平均１～３時間程度 年間 12～36時間 １９校 ４校 
月平均４～６時間程度 年間 48～72時間 ２３校 １０校 
月平均７～９時間程度 年間 84～108時間 ９校 １校 
月平均 10～14時間程度 年間 120～168時間 ５校 ３校 
月平均 15～19時間程度 年間 180～228時間 １校 １校 
月平均 20時間以上 年間 240時間以上  １校 
 計５８校 計２２校 

 

  （２）滞納整理業務      

業務時間（一人あたり） 小学校 中学校 
月平均１時間未満 年間 12時間未満 １６校 ５校 
月平均１～３時間程度 年間 12～36時間 ３２校 ８校 
月平均４～６時間程度 年間 48～72時間 １０校 ７校 
月平均７～９時間程度 年間 84～108時間 １校  
月平均 15～19時間程度 年間 180～228時間 １校 １校 
月平均 20時間以上 年間 240時間以上  １校 
 計６０校 計２２校 

※各校の担当者一人あたりの月平均業務時間であるため、学校ごとの実際の業務時間

は、複数の教員が給食事務を担当していることが多いことから上記と異なる。 
 
公会計化にあたっては、給食費の収納管理（口座振替データの入力も含む）を教育委

員会事務局で一括して行うこととなるため、教職員が徴収管理業務、滞納整理業務に携

わる時間はなくなり、事務負担の軽減が見込める。 

また、給食事務を標準化し、支出事務を新たに学校事務職員が担うなど学校内の事務
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分担を整理することや、新システムを導入し、対象者情報管理や食数管理などを行うこ

とにより事務の効率化を図ることで、さらに教員の事務負担軽減につなげる。 

 

５．今後の課題について 

○小・中学校９３校、対象者約４５，０００人の給食費の収納管理を教育委員会事務 

局が一括して行うための新たな学校給食費収納管理システムの導入。 

○学校における給食事務の標準化と事務分担の整理。 

  ○収納管理等を一括して行うための教育委員会事務局の組織・人員体制の整備。 

 

６．概算経費 

  （１）システム導入経費 

○平成２８年度   システム開発経費 約３０，０００千円 

非常勤栄養士用パソコン設置経費 約１２，０００千円 

     ○平成２９年度   運用保守経費 約５，０００千円 

     ○平成３０年度以降 運用保守経費 約４，５００千円 

    ※区の仮想サーバにシステムを構築する場合の経費。また、開発事業者と機能・要

件の詳細な確認により経費が変動する可能性あり。 

  （２）公金取扱手数料等事務経費 

○平成２９年度 ３，０００千円 

○平成３０年度以降 １２，０００千円 

   

７．今後の予定 

平成２７年 ９月   文教常任委員会報告、小・中校長会報告 

１１月～  学校給食費収納管理システム開発事業者の公募及び選定 

  平成２８年 ４月以降   システム開発、規程の整備 

  平成２９年 ４月１日  中学校公会計化開始 

  平成３０年 ４月１日  小学校公会計化開始 


